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１　滋賀県の概要
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(１) 滋賀県の特徴 

人口 1,414,765人 

滋賀県は日本列島のほぼ中央に位置している県で、 
日本一の湖、琵琶湖を有しています。 

面 積（霞ヶ浦の約３倍）

 670.25㎢ 
湖岸線の延長 
 235.20㎞  
貯水量 
 275億m3 

                                 出典：総務省「平成24年人口推計年報」、滋賀県琵琶湖環境科学研究センター 
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市町 13市6町 

面積 4,017.36㎢ 琵琶湖のデータ 



①人の力  

・人口増加率（H17～H22）    全国第５位   

・将来推計人口増加率（H22～H52） 

             全国第３位 

特に滋賀県南部地域(草津市、守山市、栗東市)は 
30年後も人口が増え続けると予測されています。   

滋賀県のイメージキャラクター 
「キャッフィー」 

全国有数の人口増加県です！ 

                                             出典：総務省「平成22年国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(平成25年3月推計)」

       
  
       
       
  

・年少人口割合（0歳～14歳）  全国第２位 

(２) 滋賀県の強み（３つの力） 

若さにあふれてます！ 
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②自然の力  
滋賀県は、近畿1,450万人の水源を預かっています  

      
        
       

琵琶湖淀川水系 

琵琶湖 

 約400万年前に誕生した 
 世界有数の古代湖 
 （世界で３番目に古い） 

四季折々の魅力があふれる琵琶湖 
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③地と知の力  
滋賀県は古くから交通の要衝として発展  

  

◆鉄道網： 
 ・東海道新幹線 
 ・琵琶湖線(東海道本線) 
 ・北陸線 
 ・湖西線 
 ・草津線など 

 
◆道路網： 
 ・名神高速道路 
 ・新名神高速道路 
 ・国道１号線 
 ・国道８号線など 

新名神高速道路一部開通によりますます便利に!!  

◆大阪・神戸・名古屋などの国際港湾や、 
 大阪・関西・中部の各国際空港も100km圏内。
   

Copyright© T-worldatlas All Rights reserved 

鉄道所要時間 大津から 米原から 

京都まで 10分 20分 

大阪まで 40分 50分 

名古屋まで 55分 30分 

東京まで 2時間40分 2時間15分 

Copyright© T-worldatlas All Rights reserved 
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滋賀県の一人当たりの県民所得は、全国第２位です 

出典：内閣府経済社会総合研究所「平成22年度県民経済計算」、総務省「平成21年全国消費実態調査（勤労者世帯）」、 
   総務省「平成24年就業構造基本調査」、滋賀県統計課ホームページ 

 
        

        

  滋賀県は日本一のものづくり県 
 地の利を活かし内陸工業県として発展 

・県内総生産(名目)に占める第２次産業の割合 
                                                       全国第 １ 位   42.6％ (全国平均 23.4%)         

Copyright© T-worldatlas All Rights reserved Copyright© T-worldatlas All Rights reserved 

１人当たり県内総生産（名目） 

東京都 6,926千円 1位 

愛知県 4,270千円 2位 

滋賀県 4,263千円 3位 

全国平均 3,870千円   

１人当たり県民所得 

東京都 4,306千円 1位 

滋賀県 3,269千円 2位 

静岡県 3,100千円 3位 

全国平均 2,877千円       

その他の経済、暮らし関連の滋賀県上位項目 
 ・勤労者世帯１世帯当たり貯蓄現在高 
  全国第 １ 位 16,025千円 
 ・勤労者世帯１世帯当たり有価証券保有現在高            
  全国第 １ 位   2,384千円 
 ・住宅総数の増加率（H15～H20の５年間） 
  全国第 １ 位    12.6％ 
 ・ブロードバンドの世帯普及率 
  全国第 ４ 位      108.2％ 
 ・ＦＴＴＨ（光回線）の世帯普及率 
  全国第 １ 位    59.0％ 
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滋賀県は、自動車関連産業も新エネルギー関連産業も
集積しています 

Copyright© T-worldatlas All Rights reserved Copyright© T-worldatlas All Rights reserved 

自動車関連企業の集積状況 新エネルギー関連企業の集積状況 

  滋賀県は今後も発展する可能性を秘めています 
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出典：滋賀県商工観光労働部企業誘致推進室 



滋賀県の大学生数 は、全国第３位です 
*人口10万人当たりの学生数(四年制大学) 

* 

県内の四年制大学数と学生数の推移 

この十数年間、様々な専門分野を持つ大学の 
県内立地が進展しています 

出典：文部科学省「平成25年度学校基本調査（速報）」、総務省「平成24年人口推計年報」 

１位 京都府 6,208人 

２位 東京都 5,587人 

３位 滋賀県 2,633人 

人口10万人当たりの学生数(四年制大学) 

大学数(校) 

学生数(人) 
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滋賀県は、自然と調和した文化遺産を数多く有し
ています  

歴史上の舞台としても度々登場しています 

白鬚神社（高島市） 

 比叡山延暦寺（大津市） 

   

重要文化財指定件数(国宝を含む) 

   全国第４位     
重要文化財指定件数 

(国宝を含む) 

１位 東京都 2,731件 

２位 京都府 2,144件 

３位 奈良県 1,311件 

４位 滋賀県 813件 

石道寺十一面観音立像
(長浜市) 

浮御堂（大津市） 

彦根城（彦根市） 

竹生島(長浜市) 
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２　滋賀県基本構想「未来を拓く８つの扉」
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①子育て・子育ち応援プロジェクト 

④低炭素社会実現プロジェクト 

③地域を支える医療福祉・在宅看取りプロジェクト  

②働く場への橋架けプロジェクト 

⑤琵琶湖の再生プロジェクト 
 

⑥滋賀の未来成長産業プロジェクト 

⑦地域の魅力まるごと産業化プロジェクト 

⑧みんなで命と暮らしを守る安全･安心プロジェクト 安全・安心な滋賀 

たくましく活力に 
満ちた滋賀 

人と自然がつながる 
美しい滋賀 

不安なく楽しく 
暮らせる滋賀 

 ３つの力（人の力、自然の力、地と知の力）を活かして 
部局横断的・戦略的に８つの「未来戦略プロジェクト」を進め 

住み心地日本一の滋賀を目指します 

計画期間：平成23年度～平成26年度 
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子どもを安心して生み・育てる 

周産期医療の充実 

産科医、小児科医 
などの医療人材の充実 

子 育 て 環 境 日 本 一 

 

農業体験学習 

「たんぼのこ」 
森林環境学習 

「やまのこ」 

びわ湖 
ﾌﾛｰﾃｨﾝｸﾞｽｸｰﾙ 
「うみのこ」 

次世代文化芸術推進事業 

「ホールの子」 小児科医も 
全国平均以下 

女性人口当たりの 
産科医数全国40位 
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子どもたちの生きる力を育む 

子どもたちに本物の文化・芸術の体
験機会を提供 

「学ぶ」と「遊ぶ」による 
子どもたちの体験機会の充実 

生まれる前・生まれる時の 
医療と医療人材の充実 



 働く場へ 

「４つの橋」 
を架けます！ 

年齢5歳階級別女性就業率（全国、滋賀県）［図９］
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男女別非正規就業者の割合の推移－平成９ 年～平成19年
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滋賀県（ 女性）

人材育成 

ワーク・ライフ 

・バランス 

就労支援 

家族・地域 

教 育 

障害者 
高齢者 
外国人等 

失業者 

職業紹介 

職業訓練 滋賀の「三方よし」人づくり事業 

中学生チャレンジウィーク事業 

年齢階級別女性の就業率 

非正規就業者の割合の推移 

放課後児童クラブの受入人数増、
女性の再チャレンジの応援等 

若者の就職支援、 
失業者等の職業訓練等 

多
様
な
職
業
教
育
等 

障
害
者
の
就
業
支
援
等 

ぶどう園での袋がけ 
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【将来推計人口の生残率から算出した死亡者数推計】

H17
(2005)

H22
(2010)

H27
(2015)

H32
(2020)

H37
(2025)

H42
(2030)

人口 ※１ 1380361 1401000 1406000 1401000 1388000 1368000

死亡者数 ※２ 10419 11770 13308 14578 15643 16656

※1　「日本将来推計人口」（H18.12　国立社会保障・人口問題研究所）による本県推計人口
※2　「日本将来推計
人口」（H18.12　国立
社会保障・人口問題研
究所）による本県生残

※1　「日本将来推計人口」（H18.12　国立社会保障・人口問題研究所）による本県生残率により５年間の死亡者数を
推計し、１年間での平均値を算出している。

※2　増加する死亡者約5,500人の半数を病院での死亡としている。

10,419 11,770 
13,308 

14,578 
15,643 

16,656 
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11,110

自宅死等
(H20）

2,332人
うち自宅死
1,713人

病院での死亡者数
（H20） 8,778人

病院以外での看取りが必要

約5,000人

約１．５倍

約 ２ 倍

H20
(2008)

病院での死亡者数（推定）
11,600人

死亡者数

自宅

病院

介護老人保健施設

その他（有料老人ホー

ム、ケアハウスなど）

わからない

不明・無回答

特別養護老人ホーム

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

在宅で療養できる体制の整備 

健康づくりや疾病の早期発見・ 
早期治療の支援 

かかりつけ医の確保、地域ぐるみで高
齢者を見守る仕組みづくり等 

（医療・看護・介護の往診・訪問等） 

疾病の早期発見・治療の体制整備等 

（他職種の地域でのクリティカルパス・ 

 連携パス等） 

Q 人生の最後を迎えたい場所は？ 第42回県政世論調査(H21) 

県民の大半は 
「自宅での看取り」を 
望んでいる・・・ 
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低 炭 素 社 会 の 実 現 

低炭素型の交通体系の整備 
家庭・地域での 
地球温暖化防止 

事業活動の低炭素化 

エコカーへの転換 

エコ交通の促進 

家庭・地域での再生可能 

エネルギーの導入促進 

経済界との協働推進 

再生可能エネルギーの 

振興 

中小企業ＣＯ２削減への 

支援 

住宅や公共建築物等の木

造・木質化の促進 
事業者としての県の取
組推進 
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健全な琵琶湖の次世代への継承 

健全な生態系と 

安全・安心な水環境の確保 

琵琶湖と人の暮らし 

との関わりの再生 

統合的な視点からの 

琵琶湖淀川流域の管理 

水質メカニズムの解明 
と対策 

内湖の価値評価と再生 外来魚の除去と活用 

ヨシ群落の造成や 
南湖の湖底改善 

琵琶湖淀川流域での 
関わりの促進 

水草・カワウ対策 

湖底酸素濃度と生き物 
の関係の究明 

在来魚の漁獲量拡大 

流域自治の推進 

環境保全活動の団体数 
拡大につながる琵琶湖 
との関わりを促進 

外来魚の駆除に活躍 
電気ショッカーボート「雷神」 
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水質汚濁メカニズムの 
解明など、琵琶湖流域の 

水環境・生態系の保全・再生 

琵琶湖の在来魚を 
増やし、漁獲量を拡大 

環境保全活動を支援し 
琵琶湖と人の暮らしとの 

関わりを再生 

琵琶湖淀川流域の関係者 
による流域自治の推進と 
流域全体の統合的な管理 



環境、医療・健康、 

モノづくり基盤技術 

などの産業振興 

産学官金民連携 

や地域間連携、 

企業間連携の推進 

国際競争力の強化 

と産業活性化 

連携強化の推進、地の利や 
知の集積を活かした 
成長戦略拠点の形成 

新たな分野への挑戦と 
グローバル化対応の支援 

医療、福祉・介護、子育ての 
分野でのサービス拡大、 
創業支援 

・サービス拡大、創業支援 

・成長産業の誘致 
・成長戦略拠点の形成 
・渋滞対策の実施、スマートＩＣの整備促進 

足
腰
の
強
い
経
済
の
確
立
 

  

・中小企業の活性化 
 
・環境・再生可能エネルギー分野に取り組む県内 
 
 企業の支援 
 
・医工連携による研究開発の推進と事業化の支援 
 
・モノづくり基盤技術の振興 
 
・新分野・ビジネスへの展開を支援 
 
・中小企業の海外展開の促進 
 
・省エネ・節電対策の推進 

17 

地域の“ものづくり力”を活かした「滋賀健康創生」特区に指定(H25.9.13) 

  新たな医療・健康管理機器の開発、活用を通じた健康支援サービスの提供 
      を図る「新たな地域連携モデル」の構築 



  

「環境こだわり農産物」や近江米、 
近江牛、近江茶、湖魚など滋賀の 

食のブランドを向上させるとともに、 
地産地消を進め、消費拡大を図る。 

滋賀の自然や歴史・文化の魅力を発信 
し、滋賀ならではの特性を活かしたツー 
リズムを推進するとともに、滞在型を 
はじめとした魅力ある観光を展開する。 

安全な個性的、魅力的な商品が 
提供される元気な農業の展開 

地域資源の価値、魅力を 
観光資源として国内外に発信 

県産農畜水産物による滋賀の地域ブランド 
力の向上 

地産地消を拡大する取組の促進 

日本三大牛の一つ  

近江牛 

新品種米 みずかがみ 

滋賀ならではの観光ブランドの創造・発信、 
滋賀の観光情報の発信強化およびネット 
ワーク化の推進 

滋賀の優位性を活かした国際観光の展開 

滋賀の素材を活かしたツーリズムの展開 

観光ブランド
「ビワイチ」の
推進 

琵琶湖一周
でビワイチ 
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様々な危機事案に 
備えた安全で 

安心なまちづくり 

犯罪や交通事故 
に遭うことなく 
安心して暮らせる 

社会づくり 

住民本位の 
総合的な 
治水対策 

県の危機管理機能の強化 

自助･共助による地域防災の組織力の向上 

重層的な防犯ネットワークづくりの推進 

生活に密着した身近な道路を中心とした 
交通安全対策の推進 

河川の治水機能を確保する適正な管理 

市町との協働による流域治水 

・体制の整備 
・危機事案対応能力の向上 
・原子力災害対策の強化 

・地域コミュニティ機能の強化 
・防災・減災意識の醸成 

・犯罪を防止する支援システムづくり 
 
・犯罪から子どもを守る施策の推進 
 
・自分の安全は自分で守るという防犯 
 
 意識の高揚 
 
・規範意識の高揚と犯罪被害者等の支援 

・通学路の安全確保 
・高齢者の安全対策 
・ドライバーの交通安全意識の高揚 

・河川の維持管理 
・ふるさとの川づくり 

・水害に強い地域づくり 

  

み
ん
な
で
命
と
暮
ら
し
を
守
る 
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３　滋賀県の財政状況
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（１）普通会計歳入決算の推移

1,415 1,504 1,560 1,691 2,027 1,930 
1,485 1,485 1,491 1,473 

1,418 1,252 1,185 1,071 
958 871 

917 1,108 1,132 1,122 

852 770 651 528 
494 622 

947 646 592 540 

856 
705 630 647 630 813 1,000 931 760 775 

968 
1,005 

957 985 785 773 
931 1,022 

996 905 

42.3% 

46.2% 46.7% 
48.4% 

56.4% 

52.7% 

43.5% 44.4% 
45.8% 45.1% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

県税 地方交付税 国庫支出金 県債 その他 自主財源比率（右軸） 

 ・ 県税決算は、地方法人特別税の導入や景気低迷の影響を受け、ピークの平成19年 
 
   度決算での約４分の３である１，５００億円程度で推移 
 
 ・ 県債は、減収補塡債の発行や臨時財政対策債の発行額が大幅に増加した平成21年   
 
      年度決算と比較し、約２２０億円減少 

（億円） 

5,508 
5,237 

4,982 4,922 4,895 5,009 
5,279 5,192 

4,970 4,815 

（年度） 
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（２）県税決算額の比較（平成23年度決算）

1,134 

1,128 

1,135 

1,002 975 
1,022 

960 
907 

857 838 813 
777 

357 
281 

177 

280 
259 147 

168 
192 

189 
156 

175 

159 

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

滋賀県 山口県 青森県 愛媛県 石川県 奈良県 岩手県 長崎県 大分県 山形県 沖縄県 宮崎県 

その他 法人二税 

1,491 

 ・ 人口類似団体（１２団体）中、県税決算額、法人二税ともトップ 

（億円） 

（年度） 

（注） 人口類似団体 
      本県人口を基本として±20％以内の団体を類似団体として比較しています 

1,409 

1,312 
1,282 

1,234 
1,169 

1,128 

1,099 
1,046 

994 988 

936 
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（３）普通会計歳出決算の推移

1,210 1,077 
940 882 801 744 705 709 605 521 

2,570 
2,557 

2,474 2,487 2,552 2,548 2,538 2,542 2,571 2,518 

1,634 
1,505 

1,501 1,479 1,478 1,678 1,982 1,872 
1,746 

1,709 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

投資的経費 義務的経費 その他の経費 

5,225 

4,832 
4,970 

5,123 
4,922 

4,748 

 ・ 義務的経費（人件費、公債費、扶助費）は、概ね横ばいで推移 
 
 ・ 投資的経費は、財政構造改革の着実な取組により、平成15年度と比べ半分以下 
    
   の水準に減少 

（億円） 

（年度） 

4,915 
5,140 

5,414 

4,847 
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（４）義務的経費の推移

707 696 
659 649 656 666 671 

646 657 639 

4 9 
15 35 

59 
74 

93 113 130 132 

300

400

500

600

700

800

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

公債費(臨時財政対策債に係るもの) 

公債費(臨時財政対策債に係るものを除く) 

1,767 1,764 1,730 1,734 1,766 1,733 1,695 1,693 1,692 1,663 

92 88 
71 69 

72 
75 

79 90 92 
84 

711 705 
674 684 

715 740 764 759 787 
771 

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

 人件費  扶助費  公債費 

義務的経費の推移 

  
 ・ 人件費は、給与カットや人員削減等により減少傾向（Ｈ22知事部局定数は、Ｈ８年度比で521人減少、さらに 
      平成22年４月を基準として４年間で120人以上の定数を削減予定） 
   ・ 公債費は、臨時財政対策債の増加に伴い増加傾向にあるが、財政構造改革の取組により新たな県債の発 
        行を抑制してきたことから、臨時財政対策債分を除くと減少傾向 
 

711 

（億円） 

2,570 2,557 
2,474 2,487 

2,552 2,548 2,538 2,542 2,571 2,518 

（年度） 

公債費の推移 

705 
674 684 

715 
740 

764 

787 

759 771 

（億円） 

（年度） 
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（５）県債発行額・残高の推移（一般会計）

5,626 

6,286  
6,866  

7,308  7,465  7,687  7,833  7,770  7,664  7,567  7,508  7,438  7,492  7,496  7,245  
6,967  6,721  

100  301  

713  1,008  1,234  1,421  1,568  
1,744  

2,135  2,715  3,124  3,531  

5000

6000

7000

8000

9000

10000

H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

臨時財政対策債を除く県債残高 臨時財政対策債残高 

848 884 855 
767 

543 
646 

545 
444 409 401 443 443 463 

365 
267 258 277 

120 
175 

100 201 
411 

296 
228 206 186 

227 
458 

661 

501 494 

0

200

400

600

800

1000

H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

臨時財政対策債、減収補塡債を除く県債 減収補塡債 臨時財政対策債 

746 
815 

855 

705 
629 649 629 

810 

998 928 

759 

 ・ 臨時財政対策債等を除く実質的な県債発行額は、財政構造改革の取組により抑制 
 
 ・ 実質的な県債残高は、概ね平成10年度の水準まで減少 

7,787 

（億円） 

※借換債およびNTT債を除く       （年度） 

771 

県債残高 

県債発行額 

（年度） 

（億円） 

8,134 
8,483 

8,672 
8,801 8,929 9,006 

9,236 

9,631 9,960 10,091 
10,252 

70 
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（６）基金残高の推移（一般会計）

96 90 80 80 80 83 
42 73 47 53 46 50 23 37 

75 98 
145 

585 
528 

357 303 318 

270 

108 

185 
182 171 

146 145 

106 
37 

72 
86 

102 

401 

371 

362 
383 

397 460 

397 

383 

308 
275 

281 249 
326 

644 

613 
497 

442 

0

200

400

600

800

1000

1200

H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

財政調整基金 減債基金 その他特定目的基金 

1,082 

989 

799 766 795 813 

547 

641 

537 
499 473 444 455 

718 

760 

689 

 ・ 財政調整基金・減債基金（財政調整分）の残高は、平成22年度以降、残高確保を図り、 
        平成15年度以降、９年ぶりに250億円程度の水準を確保 

（億円） 

（年度） 

681 

（年度） 
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（７）主要財政指標①   経常収支比率、財政力指数、基金残高、地方債残高

※全国平均：経常収支比率、基金残高、地方債残高は加重平均、財政力指数は単純平均。

0.445  0.442  0.449  

0.505  

0.560  

0.608  0.617  

0.576  

0.536  
0.515  

0.527  

0.408  0.411  
0.428  

0.464  

0.497  
0.521  0.516  

0.490  
0.465  

0.486  

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

経常収支比率 財政力指数 全国平均を上回る水準を維持 全国平均程度 

（年度） 
（年度） 

標準財政規模に対する 

基金残高（財政調整基金・減債基金）の割合 

全国平均よりも低い水準 H22年度以降回復傾向を示し、H24年度は全国平均並み 

標準財政規模に対する 

地方債残高(臨時財政対策債を除く）の割合 

滋賀県 全国平均 

262.9 

273.4 

265.9 

252.9 

248.1 

246.3 

250.8 

236.9 225.5 

213.1 

280.2 
290.3 

273.6 

253.9 

249.6 

244.2 

255.6 

250.1 
244.9 

200.0

220.0

240.0

260.0

280.0

300.0

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

8.5  
8.0  

7.8  

6.4  

6.4  

4.2  

2.5  

4.8  

5.9  

7.8  7.3  7.3  7.4  

6.6  

6.0  6.0  6.0  

7.7  7.9  

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

83.6  
88.1  

89.1  

91.8  

95.5  95.7  
96.4  

89.1  

93.8  

94.7  

90.8  

92.5  92.6  92.6  
94.7  

93.9  

95.9  91.9  

94.9  

94.6  

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

（年度） （年度） 

（年度） 

（%） （%） 

（%） 
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（７）主要財政指標②   健全化判断比率、資金不足比率

※ 「実質赤字比率」および「連結実質赤字比率」は実質赤字額がないため、「資金不足比率」は資金不足額がないため、「－」と表記。

※ 平成25年度から、実質公債費比率が16.0%未満等の条件を満たす団体は、総務省との起債協議が不要となり、届出により起債が可能となる。

流 域 下 水 道 事 業 － －

工 業 用 水 道 事 業 － －
水 道 用 水 供 給 事 業 － －

(5) 資 金 不 足 比 率 (参考)経営健全化基準

病 院 事 業 － －

20%

(3) 実 質 公 債 費 比 率 15.4% 16.1% 25% 35%
(4) 将 来 負 担 比 率 215.5% 229.4% 400%

(1) 実 質 赤 字 比 率 － － 3.75% 5%
(2) 連 結 実 質 赤 字 比 率 － － 8.75% 15%

指標名 平成24年度 平成23年度 (参考)早期健全化基準 (参考)財政再生基準

13.7  13.6  

12.9  

13.5  

14.7  

15.6  

16.1  

15.4  

14.9  
14.7  

13.5  

12.8  
13.0  

13.5  
13.9  

13.7  

12.0

13.0

14.0

15.0

16.0

17.0

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

滋賀県 全国平均 

257.6  
261.3  

239.5  229.4  

215.5  

219.3  

229.2  

220.8  
217.5  

210.5  

190.0

200.0

210.0

220.0

230.0

240.0

250.0

260.0

270.0

H20 H21 H22 H23 H24
滋賀県 全国平均 

実質公債費比率 将来負担比率 

算定結果 

（年度） （年度） 

・財政再生基準、早期健全化基準を大幅に下回る水準 
・将来負担比率は低下傾向 
・実質公債費比率も平成24年度は低下、16.0%未満であり、起債協議不要（届出制）団体に

（%） （%） 
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（８）公営企業・地方三公社の状況

※住宅供給公社はH24年度末で解散
2,000 12,102 12,106 12,106
1,980 67 71 71

資本合計 8,548 8,592 8,635 2,492 2,417

20 12,035 12,035 12,035
剰余金 8,518 8,562 8,605 2,472 2,397

76 59,787 61,302 62,575
資本金 30 30 30 20 20

- 56,675 59,205 61,474
負債合計 6,895 6,320 6,550 282 258

19 2,812 1,601 312
特別法上の引当金 - - - - -

57 300 496 789
固定負債 332 393 594 201 182

2,076 71,889 73,408 74,681
流動負債 6,563 5,927 5,956 81 76

54 65,184 66,706 66,562
資産合計 15,443 14,912 15,185 2,774 2,675

固定資産 4,411 4,390 4,207 406 397
2,368 2,278 2,022 6,705 6,702 8,119

△ 75 △ 416 6 5 0

貸
借
対
照
表

流動資産 11,032 10,522 10,978

△ 78 △ 79 6 5 0
当期損益 32 43 43 △ 58

401 95 3,797 3,675 3,607
経常損益 32 43 43 △ 58

平成24年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
営業収益 796 373 71 481

年　　度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成22年度 平成23年度

－ － －

滋賀県土地開発公社 滋賀県住宅供給公社 滋賀県道路公社

52,811 53,125 53,421
財政健全化法の資金不足比率 － － － － － －

19,468 19,581 19,550
　資本合計 35,554 34,784 35,642 14,815 14,981 15,144

33,343 33,544 33,871
 剰余金 △ 3,028 △ 2,534 △ 858 6,481 6,647 6,710

2,278 2,089
 資本金 38,582 37,317 36,500 8,334 8,334 8,434

989 705
　負債合計 2,335 2,276 2,273 782 732 744 2,363

1,289 1,384
 流動負債 2,273 2,206 2,193 261 146 143 1,205

55,509
 固定負債 62 70 80 522 586 601 1,157

8,709
　資産合計 37,889 37,060 37,914 15,597 15,713 15,888 55,174 55,403

46,801
 流動資産 7,392 7,742 8,583 2,742 2,970 3,258 8,136 8,464

28,746 12,856 12,743 12,631 47,038 46,938
323 318 1,584 1,067 980

貸
借
対
照
表

 固定資産 29,829 28,705

796 823 3,817 3,538 3,710
　当年度純利益 △ 293 △ 174 90 332

1,118 1,142 5,401 4,605 4,690
　事業費用 17,688 18,455 18,657 824

平成24年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
　事業収益 17,395 18,281 18,747 1,156

年　　度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成22年度 平成23年度
病院事業 工業用水道事業 水道用水供給事業

 ・ 病院事業は、「第三次滋賀県立病院中期計画」(平成24年3月策定）の目標達成に向け 
   た取組を着実に実施し、平成13年度以来11年ぶりに黒字化を達成 
 
 ・ 公営企業３事業とも資金不足比率は該当なし 

損計

益算 

○書 

（年度） （年度） 

損計

益算 

○書 

（単位 百万円） 

29



４　行財政改革の取組

30



◆行政改革については、平成７年度に策定した「滋賀県行政改革大綱」以降、平成19年度の「新しい行政改革の方針」

　まで、５次にわたる方針を策定。

　効果的、効率的な組織機構の整備、業務改善などの行政システム改革や定員削減に取り組んだ。

◆平成22年度における知事部局の定数は、平成８年度比で521人減少。

◆外郭団体の見直しにより、平成９年度に52あった団体は、31団体にまで減少。

◆財政の健全化は、平成10年度に財政構造改革に着手して以来、数次にわたる取組。

◆平成15年度以降の改革により、事業費で約490億円の削減、人員削減で約50億円等の見直しに取り組んだ。

◆事業見直しや人件費削減に取り組みながらも、県として必要な施策の展開を図った。

1 「滋賀県行政改革大綱」 1 「財政構造改革の指針」

2 「滋賀県行政改革大綱」 2 「当面の財政運営方針」

3 「滋賀県行政システム改革新方針」 3

4 4 「財政危機回避のための改革プログラム」

5 「新しい行政改革の方針」 5 「滋賀県財政構造改革プログラム」 (H20～22年度)(H20～22年度)

(H18～21年度) (H17～19年度)「新行革大綱」～小さくて創造的な県庁への変身～

「第２次財政構造改革の指針・財政構造改革プログラム」(H14～17年度)

(H10～12年度)

(H13～14年度)

(H15～17年度)

４　行財政改革の取組 ①　これまでの取組

【行政改革の具体的取組】 【財政構造改革の具体的取組】

(H11～13年度)

(H8～10年度)

これまでの行財政改革の取組 
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●　効率的な行政運営体制の整備と業務改善の推進

①適正な定員管理

　・対平成２２年度　▲１０４人（平成23年度　対前年度▲31人、平成24年度　対前年度▲53人、平成25年度　対前年度▲20人）

②適正な給与管理

　・時間外勤務手当の縮減　対前年度▲１６％　・特殊勤務手当の見直し（日額化、廃止等）▲１，２００万円/年

●　事業見直し

①投資的経費の重点化・効率化、内部事務経費・施設管理その他事務事業費等の見直し等

　・平成２４年度当初予算　▲２９億円、平成２５年度当初予算　▲３０億円

●　歳入確保の取組

①県有資産の利活用

　・未利用県有地の売却処分　５億２，０００万円　　　　・公募による自動販売機の設置　６，８００万円

　・広告等事業収入（県広報誌等）の確保１，２００万円　・ネーミングライツパートナーの募集（びわ湖ホール）

●　財政健全化に向けた取組

①「財政健全化に向けた取組について」の公表

　・基金残高の確保

財政調整基金、県債管理基金合計で１５０億円程度（実質赤字比率の財政再生基準５％相当額）を目安として

財政運営に努める。

　・県債残高（臨時財政対策債以外）の縮減

当面、６，６００億円程度を目安として財政運営に努める。

平成24年度の主な取組状況

４　行財政改革の取組 ②　現在の取組

滋賀県行財政改革方針 （平成23年度～平成26年度） 
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４　行財政改革の取組 ③（人口10万人当たり職員数）

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

岩手 山形 長崎 沖縄 宮崎 青森 大分 山口 愛媛 石川 滋賀 奈良 

・ 本県の人口10万にあたり職員数は、人口類似団体平均を下回り、人口類似団体12県のうちでは少ない方 
  から２番目 
 
・ 従来から行政改革の取組を進めてきており、人口類似団体と比較してもスリムな体制で人口増加に伴う 
  行政需要の増加に対応 

（人） 

（注） １ 人口10万人あたり職員数（平成24年度） 
        地方公共団体の平成24年４月１日現在の職員数を、その団体の平成24年３月31日現在の住民基本台帳人口で除した数値を10万あた 
         りに換算して職員数を示しています 
       ２ 人口類似団体 
      本県人口を基本として±20％以内の団体を類似団体として比較しています 

1,105 

1,467 
1,443 

1,430 1,419 

1,391 1,379 

1,364 

1,334 1,327 

1,283 

1,234 
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５　平成25年度一般会計予算
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（１）歳入予算の状況

※財源調整的基金：財政調整基金および減債基金の計

 
４，９５４ 
億円 

自主財源 
2,307(46.5) 

 ・ 県税収入は、法人二税の増収等により前年度当初予算比37億円増加（+2.9％） 
 
 ・ 県債発行額の約６割を臨時財政対策債が占める 
 
 ・  自主財源比率は増加（H24：46.1％→H25：46.5％） 

(単位：億円、％) 

県税 
1,310(26.4) 

地方消費税 
清算金 
224(4.5) 

その他 
693(14.0) 

財源調整的 
基金繰入金 

80(1.6) 

依存財源 
2,647(53.5) 

地方交付税等 
1,296(26.2) 

国庫支出金 
494(10.0) 

県債（臨時財 
政対策債） 
500(10.1) 

県債 
357(7.2) 

(単位：億円、％) 

構成比 構成比

県税 1,310 26.4 1,273 26.0 37 2.9

地方消費税清算金 224 4.5 233 4.7 △ 9 △ 3.9

その他 693 14.0 691 14.1 2 0.3

財源調整的基金繰入金 80 1.6 65 1.3 15 23.1

自主財源　計 2,307 46.5 2,262 46.1 45 2.0

地方交付税等 1,296 26.2 1,319 26.9 △ 23 △ 1.7

国庫支出金 494 10.0 482 9.9 12 2.5

県債（臨時財政対策債） 500 10.1 484 9.9 16 3.3

県債 357 7.2 354 7.2 3 0.8

依存財源　計 2,647 53.5 2,639 53.9 8 0.3

合　　計 4,954 100.0 4,901 100.0 53 1.1

平成25年度 平成24年度
区分 増減率比  較
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（２）歳出予算の状況（性質別）

(単位：億円、％) 

 
４，９５４ 
億円 

義務的経費 
2,945（59.4) 

投資的経費 
653（13.2) 

その他の経費 
1,356（27.4) 

人件費 
1,700（34.3) 

扶助費 
437（8.8) 公債費 

808（16.3) 

普通建設 

事業費 
645（13.0) 

一般行政費 
955（19.3) 

貸付金 
310（6.3) 

その他 
91（1.8) 

災害復旧事業費 

8（0.2) 

(単位：億円、％) 

 ・ 退職手当の支給水準の引下げ等により、人件費は10億円減少（対前年度比▲0.6％） 
 
 ・ 普通建設事業費は、危機管理センターの整備や県立学校の耐震対策等の防災対策  
      の着実な実施により、58億円増加（対前年度比+9.9％） 

構成比 構成比

人件費 1,700 34.3 1,710 34.9 △ 10 △ 0.6

うち　教育費 1,184 23.9 1,178 24.1 6 0.5

うち　警察費 231 4.7 237 4.8 △ 6 △ 2.5

うち　その他 285 5.7 295 6.0 △ 10 △ 3.4

扶助費 437 8.8 416 8.5 21 5.0

公債費 808 16.3 776 15.8 32 4.1

義務的経費　計 2,945 59.4 2,902 59.2 43 1.5

普通建設事業費 645 13.0 587 12.0 58 9.9

災害復旧事業費 8 0.2 8 0.2 - -

投資的経費　計 653 13.2 595 12.2 58 9.7

一般行政費 955 19.3 981 20.0 △ 26 △ 2.7

貸付金 310 6.3 330 6.7 △ 20 △ 6.1

その他 91 1.8 93 1.9 △ 2 △ 2.2

その他の経費　計 1,356 27.4 1,404 28.6 △ 48 △ 3.4

合　　計 4,954 100.0 4,901 100.0 53 1.1

区分
平成25年度 平成24年度

比  較 増減率
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（３）当初予算の重点テーマ　[滋賀の未来戦略プロジェクト]

・森林環境学習「やまのこ」事業　　

・いじめ問題対応専門職員配置事業　

・３歳児保育特別配置事業

・女性の就労トータルサポート事業　

・医師確保のための総合対策事業

・在宅医療等の推進　　　　　　　　

・公共的施設等再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ導入推進事業

・南湖のホンモロコにぎわい復活事業

・水草対策事業　　　　　　　　　

・中小企業活性化推進基金造成事業

・滋賀でモノづくり企業応援助成金

・新生美術館基本計画策定事業

・環境こだわり農業支援事業　　　　

・危機管理センター整備事業

・原子力災害医療体制整備事業

他16事業

他28事業

他29事業

他38事業

他24事業

・個人用既築住宅太陽光発電システム設置推進事業

他36事業

他26事業

他36事業

 ○ 子育て・子育ち応援                 １１．９億円 

 ○ 働く場への橋架け                  ３０．３億円 

 ○ 地域を支える医療福祉・在宅看取り       １８．９億円 

 ○ 琵琶湖の再生                    １２．０億円 

 ○ 低炭素社会実現                    ６．６億円 

 ○ 滋賀の未来成長産業                １４．６億円 

 ○ 地域の魅力まるごと産業化             ７．０億円 

 ○ みんなで命と暮らしを守る安全・安心      ５９．７億円 

合計 １６１．０億円 
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６　滋賀県債の概要
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（単位：％）

（シェア順、同シェアの場合は五十音順）

平成25年度シンジケート団構成

銀行団 証券団

滋賀銀行 野村證券

銀行団　計 47

シェア

11

1

10

しんきん証券

みずほ証券

ＳＭＢＣ日興証券

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券

証券団　計

9

9

8

2

2

1

53

大和証券

1

1

1

1

1

岡三証券

バークレイズ証券

19

2

1新生銀行

三菱東京ＵＦＪ銀行

みずほ銀行

京都銀行

東海東京証券

100億円

10年（満期一括償還）

平成25年11月12日（火）

平成25年11月29日（金）

京都中央信用金庫

滋賀県信用農業協同組合連合会

大垣共立銀行

京都信用金庫

６　滋賀県債の概要

平成25年度発行計画

発行額

年限 20

シェア

条件決定日

発行日
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◆滋賀県総務部財政課　財政第一担当

〒520-8577

滋賀県大津市京町四丁目１番１号

TEL　　077-528-3182

FAX　　077-528-4817

Eメール　　be00@pref.shiga.lg.jp

◆ホームページ

http://www.pref.shiga.jp/b/zaisei/

お問い合わせ先


